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衛星観測監視システムについて 
 
1. 研究開発の概要 

衛星観測監視システムは、衛星による全球的な観測・監視

技術と海底の地震発生帯や海底資源探査を可能とする我が国

の独自の海底探査技術等から構成される「海洋地球観測探査

システム」の一部をなすものであり、その概要は以下のとお

りである。 
 
（1） 名称 
  課題名  ：海洋地球観測探査システム（うち衛星観測監

視システム） 
  担当課室名：文部科学省研究開発局宇宙開発利用課及び宇

宙利用推進室 
 
（2） 期間 
  開始、終了年度：平成 18 年度～平成 27 年度 
  研究開発期間 ：10 年間（当初のシステム構築までに要す

る期間であり、システムの運用及び後継

機等の開発・運用は研究開発期間以降も

継続） 
  ※各個別プロジェクトの開始は以下のとおり。 

・ 陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）については、平

成８年度～ 

・ 温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）については、平

成 14 年度～ 
・ 全球降水観測／二周波降水レーダ（GPM/DPR）につい

ては、平成 14 年度 
・ 地球環境変動観測ミッション（GCOM）衛星について

は、平成 18 年度中に開発研究ヘフェーズアップする予

定 
・ 準天頂衛星については、平成 15 年度～ 

 
（3） 予算 
  平成 18 年度予算額：119 億円（前年度予算額 129 億円） 

・ 陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）については、32
億円（56 億円） 

・ 温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）については、49
億円（27 億円） 

・ 全球降水観測／二周波降水レーダ（GPM/DPR）につい

ては、8 億円（7 億円） 
・ 地球環境変動観測ミッション（GCOM）衛星について

は、７億円（6 億円） 
・ 準天頂衛星については、24 億円（33 億円） 

   ※予算額は億単位で数字を丸めており、予算総額と各プ

ロジェクト予算の合計額とは一致していない。 
 総事業費:1,659 億円（第３期科学技術基本計画中） 
 
（4） 目的 

① 背景、目指す方向 



○ 総合的な安全保障等の国としての存続基盤の維持 
地球規模の環境問題や大規模自然災害等の脅威に対

する危機管理を自律的に行い、国民生活の安全・安心を

実現するためには、広域性、均質性、耐災害性を有する

地球観測・災害監視データを得ることが必要不可欠であ

り、その最も有効な手段である衛星は総合的な安全保障

のための基盤である。 
とりわけ、近年頻発する異常気象や自然災害は、地球

環境問題ともあいまって、社会・国民の不安を増大させ

ており、そのメカニズムの解明は被害の軽減に貢献する

ことが期待され、研究ニーズも極めて高い。よって、我

が国独自の衛星群による観測監視システムを確立する

ことが必要である。 
 
○ 国際協カプロジェクトヘの貢献 

2004 年 4 月、東京で開催された第 2 回地球観測サミ

ットにおいて、GEOSS（複数システムからなる全球地

球観測システム）構築のための 10 年実施計画の枠組み

が合意され、2005 年 2 月にブリュッセルで開催された

第 3 回地球観測サミットでは GEOSS 10 年実施計画が

承認された。 
これは、大気、海洋、陸域、生態系とその機能といっ

た地球の状態についての監視を改善し、地球プロセスの

理解を増進し、その振る舞いの予測を向上するために、

地球システムの包括的で調整された持続的な観測を達

成しようとするものである。 

我が国は、第 2 回地球観測サミットにおいて、我が国

が地理的にアジアモンスーン地域、地震多発地域に位置

し、これに起因する水循環変動や自然災害対策のための

観測に多くの実績と経験を有していることを踏まえ、地

球温暖化・炭素循環変化、気候変動・水循環変動及び災

害の 3 分野を中心に、先端的な科学技術を駆使してより

高度で有益な観測情報の取得と提供、開発途上国の能力

開発に貢献していく旨を表明した。 
我が国が主体的に全球地球観測の推進を提唱し、また

GEOSS 構築への積極的な貢献を諸外国から期待されて

いることに鑑みれば､GEOSS 構築への貢献を可能とす

る衛星観測監視システムを構築することが、国際協力に

基づく地球観測において、我が国が衛星分野を中心に先

導的役割を果たしていくために必要である。 
 

② 衛星観測監視システムの長期戦略 
政府における衛星観測の長期的な戦略としては、総合科

学技術会議が平成 16 年 9 月に策定した「我が国における

宇宙開発利用の基本戦略」及び平成 16 年 12 月に策定した

「地球観測の推進戦略」がある。また、文部科学省、総務

省、国土交通省においては平成 15 年 9 月に「宇宙開発に

関する長期的な計画」を策定している。これらの報告書は、

今後 10 年程度を対象とした宇宙開発利用及び地球観測の

戦略として策定されたものであり、衛星観測を以下のよう

に位置付けている。 
 



【我が国における宇宙開発利用の基本戦略】 
○ 「衛星による情報収集・伝達・分析能力は我が国の安全

保障・危機管理上、非常に有効である｡」、「地球観測衛

星等からの情報は自然災害の予防や危機管理に有効で

ある。さらに衛星測位情報は、災害時などにおける位置

情報として、安全保障・危機管理上有益である｡」（3.（2）
安全保障・危機管理） 

○ 「大規模自然災害等への対応など、防災における地球観

測衛星の利用としては、広域性などを活かした技術の有

効性は確認されているため、定常的に活用していくこと

が望まれる｡」（4.（1）①安全の確保） 
○ 「当面の目標として、国はリスクの高い測位補完・補強

などに係わる研究・開発・実証を着実に推進する。その

際、産学官の連携により、測位基盤技術への取組みの強

化を図る｡」、「長期的目標として、GPS などとの「自立

性を持った相互補完関係」を有する地域衛星測位システ

ムの主体的な確立を目指す｡」（4.（1）②（c）衛星測位

システムのあり方） 
○ 「地球環境監視、国土保全、災害対策に資するもの、国

際間で協力して推進すべき観測、開発リスクの高いセン

サなどの開発については、原則として国が推進する｡」、

「継続的で長期的なデータを取得するため、地球観測衛

星の効率的な開発・運用を推進する｡」（4.（1）③地球

観測） 
 
【地球観測の推進戦略】 

○ 「地球観測プラットフオームのひとつとして重要な人

工衛星等を含む宇宙開発利用に関しては、「我が国にお

ける宇宙開発利用の基本戦略」（平成 16 年 9 月 9 日総

合科学技術会議決定）に基づき、取組を推進する｡」（Ⅲ．

1．（3）今後の取組） 
 
【宇宙開発に関する長期的な計画】 
○ 「地球観測は、安全確保・危機管理をはじめとして、国

土管理、気象、地球環境、農林水産分野などに活用され、

公共性、国際性が極めて高い活動であるため、国が主体

的に実施すべき活動である｡」（Ⅱ．１．（１）地球観測） 
 

③ 宇宙開発委員会地球観測特別部会報告 
宇宙開発委員会は、第3回地球サミットにおけるGEOSS 

10 年実施計画の承認、総合科学技術会議における「地球観

測の推進戦略」の策定等を受け、平成 16 年 10 月に地球観

測特別部会を設置し、我が国における地球観測衛星の開

発・利用のあり方に関して調査審議を進め、平成 17 年 6
月に「我が国の地球観測における衛星開発計画及びデータ

利用の進め方について」として結果を取りまとめた。 
本報告書は、1.（4）①に「背景、目指す方向」に示した

内容や「地球観測の推進戦略」を策定する過程で総合科学

技術会議が重点分野推進戦略専門調査会環境研究開発推進

プロジェクトチームに設置した地球観測調査検討ワーキン

ググループが平成 16 年 11 月に取りまとめた「地球観測調

査検討ワーキンググループ各部会報告」等をすべて踏まえ



た上で地球観測衛星の開発計画について取りまとめたもの

で、国内の衛星データの利用ニーズを網羅し、GEOSS 10
年実施計画に貢献する衛星技術を具体化したものとなって

いる。 
 

④ 基本計画上の位置付け等 
■ 「第 3期科学技術基本計画」（平成 18年３月 28日 閣

議決定） 
■ 「分野別推進戦略」（平成 18 年３月 28 日 総合科学

技術会議） 
■ 「地球観測の推進戦略」（平成 16 年 12 月 27 日 総合

科学技術会議） 
■ 「我が国における宇宙開発利用の基本戦略」（平成 16

年 9 月 9 日 総合科学技術会議） 
■ 「宇宙開発に関する長期的な計画」（平成 15 年 9 月 1

日 総務大臣、文部科学大臣、国土交通大臣） 
■ 「独立行政法人宇宙航空研究開発機構が達成すべき

業務運営に関する目標（中期目標）」（平成 15 年 10 月

１日 総務大臣、文部科学大臣、国土交通大臣） 
■ 「我が国の地球観測における衛星開発計画及びデー

タ利用の進め方について」（平成 17 年 6 月 27 日 宇

宙開発委員会 地球観測特別部会） 
 

⑤ フロンティア分野における他の研究開発と衛星観測監視

システムとの関係 
衛星観測監視システムは、次世代海洋探査システム及

びデータ統合・解析システムとともに海洋地球観測探査

システムを構成している。地球規模の環境問題や大規模

災害等の脅威に対する危機管理を自律的に行うととも

に、エネルギー安全保障を含む我が国の総合的な安全保

障や国民の安全・安心を実現するため、広域性、耐災害

性を有する衛星による均質な全球観測・監視技術と、海

底の地震発生帯や海底資源探査を可能とする我が国独

自の海洋探査技術等が緊密に連携し、全球の多様な観測

データの収集、統合、解析、提供を行っていくこととし

ている。 
また、衛星観測監視システムを自律的に構築するには、

宇宙空間に必要な時に必要な衛星を独自に打ち上げる

能力を保有することが不可欠である。そのため、別途国

家基幹技術として位置づけられている宇宙輸送システ

ムと一体性のあるシステムの構築に努め、信頼性の高い

システムを作り上げていくこととしている。 
 

（5） 目標 
地球規模の環境問題や大規模自然災害等の脅威に対する

危機管理を自律的に行い、国民生活の安全・安心を実現す

るためには、広域性、耐災害性を有する衛星による均質な

全球観測・監視の実現が必要不可欠である。 
地球観測・災害監視を可能とする複数の衛星群による衛

星観測監視システムを確立し、気候変動・水循環変動等の

解明や大規模な自然災害の防止・軽減に貢献する全球の多

様な観測データの収集・提供を行う。 



 
（地球観測） 
・ 2015 年度までに、陸域観測技術衛星「だいち」

（ALOS：2006 年打上げ成功）、温室効果ガス観測技

術衛星（GOSAT）、全球降水観測計画（GPM）に搭載

する二周波降水レーダ（DPR）、地球環境変動観測ミ

ッション（GCOM）衛星等の地球観測衛星群により、

衛星観測監視システムを構築する。 
・ 2015 年度までに、全球降水観測計画（GPM）主衛星

による分解能 5 km での地球全体の降水分布及び鉛直

分解能 250m での降水の 3 次元構造に関する観測、地

球環境変動観測ミッション（GCOM）衛星による水蒸

気、降水、土壌水分等の水循環に開する長期継続的な

観測を開始する。 
・ 2015 年度までに、陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）、
地球環境変動観測ミッション（GCOM）衛星を用いた

陸域･海洋生態系の高精度観測を実施する。 
 
（災害監視） 
・ 2010 年度までに、我が国の防災機能を強化するため、

国際災害チャータヘの参加、国内外の防災関係機関等

との協力を通じて、陸域観測技術衛星「だいち」

（ALOS）、準天頂高精度測位実験技術等の災害観測・

監視における有効性の実証を行う。 
・ 2015 年度までに、陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）、
準天頂衛星等による衛星観測監視システムを構築す

る。 
 
  ※これらの目標を実現することにより、以下の内容に

貢献する。 
・ 温室効果ガスの全球分布及び植性分布、海面水温、降

水分布、海氷、氷床域の変化等の地球温暖化に起因す

る地球表層の環境や陸域･海域の生態系変動、炭素循

環変動に関する総合的なモニタリングデータの提供。 
・ 地球規模での水循環メカニズムや生態系管理の基盤

情報の把握。 
・ 防災・減災に役立つ観測データの継続的な提供による

国民の安全・安心の確保。 
 

（6） 内容 
上記（５）の目標を達成するため、以下の衛星プロジェ

クトを実施する。 
○ 陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS） 

2005 年度に打ち上げた陸域観測技術衛星「だいち」

（ALOS）は、３種類のセンサ（PRISM、AVNIR-Ⅱ、

PALSAR）を搭載し、高分解能の陸域および沿岸域の観

測データを全球規模で収集する。取得したデータは、地

図作成、地域観測、災害状況把握、資源探査等の分野で

利用される。 
 

○ 温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT） 
2008 年度に打ち上げる予定の温室効果ガス観測技術



衛星「GOSAT」は、地球温暖化の原因となる「温室効

果ガス」の濃度分布を地球表面の全域にわたって観測す

る。取得したデータは、吸収排出量の推定誤差を半減さ

せること等に活用され、地球温暖化対策に貢献する。 
 
○ 全球降水観測／二周波降水レーダ（GPM/DPR） 

2010 年度以降に打ち上げられる予定の衛星群による

全球降水観測計画「GPM」は、1997 年に打ち上げられ

た熱帯降雨観測衛星（TRMM）の後継・拡張ミッション

で、主衛星 1 機と副衛星数機によって広範囲の降水観測

を高頻度で実施する。 
GPM は、NASA を始めとする海外機関との協力によ

って実施され、我が国は主衛星に搭載する二周波降水レ

ーダ（DPR）を開発する。 
 
○ 地球環境変動観測ミッション（GCOM）衛星 

地球環境変動観測ミッションは、地球規模での気候変

動・水循環メカニズムを解明する上で有効な物理量の観

測を全球規模で実施する計画である。水・エネルギー循

環に関わる観測を目的とする「GCOM-W」及び放射収

支と炭素循環に関わる地表と大気、海洋、雲水の観測を

目的とする「GCOM-C」を開発し、打ち上げる予定。 
 
○ 準天頂衛星 

衛星測位情報については、統合された地球観測システ

ムのデータを結び付け、地理情報とマッピングすること

により、災害時における位置情報が把握でき、迅速かつ

質の高い災害対策や復興計画に貢献することが期待さ

れる。 
2009 年度の初号機打上げを目標としている準天頂衛

星システムを利用した高精度測位実験においては、衛星

測位基盤技術の確立を図る。 
 

（7） 体制 
国家基幹技術であるこれらの重要なプロジェクトの推進

にあたっては、文部科学省がプロジェクト全体の実施状況

の把握・管理、予算措置を行う。実施主体である宇宙航空

研究開発機構（JAXA）は、宇宙利用推進本部を中心とし

て、衛星システム開発統括の下に各衛星プロジェクトチー

ムを組織し、それぞれ実施している。 
評価体制については、宇宙開発委員会、JAXA、文部科

学省独立行政法人評価委員会により構成される評価システ

ムを構築している。 
宇宙開発委員会では、推進部会を設置し、「国の研究開発

評価に関する大綱的指針」（平成 17 年 3 月 29 日内閣総理

大臣決定）を踏まえて策定した「宇宙開発に関するプロジ

ェクトの評価指針」（平成 17 年 10 月 3 日宇宙開発委員会

推進部会）に基づき評価を実施している。 
JAXA においては、ミッションを達成するための技術的

な見地から、研究･開発・運用の各段階において技術審査を

実施している。 
また、文部科学省独立行政法人評価委員会科学技術・学



術分科会宇宙航空研究開発機構部会において、前年度の業

務実績評価、中期目標・中期計画の進捗状況や年度計画の

達成状況の評価を行っている。 
 

（8） 研究者 
○ 陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS） 
 プロジェクトマネージャ：富岡 健治（JAXA） 
 サイエンティスト：柴崎 亮介（東京大学空間情報科学研

究センター） 
   安岡 善文（東京大学生産技術研究所） 
   政春 尋志（国土地理院） 
   斉藤 元也（東北大学） 
   島田 政信（JAXA） 
 
○ 温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT） 
 プロジェクトマネージャ：浜崎 敬（JAXA） 
 サイエンティスト：安岡 善文（東京大学生産技術研究所） 
   中島 映至（東京大学気候システム研究センター） 
   中澤 高清（東北大学大学院理学研究科附属大気海洋

変動観測研究センター） 
   横田 達也（国立環境研究所社会環境システム研究領

域情報解析研究室） 
   今須 良一（東京大学気候システム研究センター） 
   近藤 豊（東京大学先端科学技術研究センター） 
    井上 元（国立環境研究所地球環境研究センター） 
 

○ 全球降水観測／二周波降水レーダ（GPM/DPR） 
 プロジェクトマネージャ：小嶋 正弘（JAXA） 
 サイエンティスト：中村 健治（名古屋大学地球水循環研

究センター） 
   小池 俊雄（東京大学大学院工学系研究科） 
   高薮 縁（東京大学気候システム研究センター） 
   佐藤 正樹（東京大学気候システム研究センター） 
   中澤 哲夫（気象研究所台風研究部第二研究室） 
   沖 理子（JAXA） 
 
○ 地球環境変動観測ミッション（GCOM）衛星 
 プロジェクトマネージャ：中川 敬三（JAXA） 
 サイエンティスト：下田 陽久（東海大学情報技術センタ

ー） 
   村上 浩（JAXA） 
   今岡 啓治（JAXA） 
 
○ 準天頂衛星 
 プロジェクトマネージャ：吉冨 進（JAXA） 
 
※上記の研究者の他、1.（4）③で述べたように総合科学技

術会議重点分野推進戦略専門調査会地球観測調査検討

ワーキンググループや宇宙開発委員会地球観測特別部

会の調査審議において、ニーズの洗い出しの際に多くの

研究者が関わっている。 
 



 
2. 文部科学省における考え方1 

 
（1） 計画の妥当性 

① 研究開発の目標・期間・投入資金の妥当性 
衛星観測監視システムにおいては、1.（4）④の各種戦

略や計画等を踏まえつつ、地球観測調査検討ワーキング

グループが取りまとめた「地球観測調査検討ワーキング

グループ各部会報告」や宇宙開発委員会地球観測特別部

会が取りまとめた「我が国の地球観測における衛星開発

計画及びデータ利用の進め方について」に示された観測

ニーズ等に基づき、複数の衛星群による観測監視を行う

ことを目標としており、今後必要となるセンサ及び衛星

計画を明確に整理している。衛星の開発・運用といった

研究開発の具体的な進め方についても、同報告書に書か

れた内容に沿って進めている。個別の衛星計画は、互い

に補完関係にある上、総合的なデータの提供を実現する

システムにより統合されるため、成果の有効かつ効率的

な利用が可能となっている。 
衛星観測監視システムの計画期間は、GEOSS 10 年実

施計画の対象期間である平成 27 年度までと設定してお

り、この期間に、GEOSS 構築への我が国の積極的な貢

                                      
1 井口委員長がこの分を指摘、「文部科学省の考え方」と「宇宙

開発委員会の考え方」の二つを一緒に審議するように見え、奇

異に映ると発言している。 

献に対する諸外国からの期待に応えるとともに、国民生

活の安全・安心を実現することを目指している。 
投入資金については、できる限り既存のバス技術を共

通化して使用するとともに、過去に開発した観測センサ

技術等をベースに改良を行うなどの効率化に努めてい

る。 
また、過去の大規模な宇宙開発プロジェクトでは、当

初設計の見直しや外的要因による新たな資金負担によ

り、当初計画に比べて投入資金が増大する傾向が見られ

ている。このため、過去のプロジェクトにおけるコスト

管理の経験を踏まえ、文部科学省及び JAXA は、研究開

発の意義・目標が損なわれないよう、投入資金を一層厳

格に管理することとし、特に、JAXA においては、フロ

ントローディングの強化などによる計画立上げ時のコ

スト検討の精度の向上やプロジェクトに大きな変更が

必要と経営上判断された場合にプロジェクトのあり方

を見直すなどといったコスト管理を十分に行い、総開発

費の縮減及び運用段階における経費の抑制に向けた対

応を継続的に実施していくこととしている。 
 

② 評価一計画見直し等の実施時期・判断基準の妥当性 
宇宙開発委員会においては、「国の研究開発評価に関

する大綱的指針」を踏まえ、評価に当たって基づくべき

指針として「宇宙開発に関するプロジェクトの評価指

針」（平成 17 年 10 月 3 日）を策定している。本指針に

おいては、JAXA が実施する重要な研究開発プロジェク



トを対象とし、フェーズアップのための事前評価、大き

な環境の変化が生じた場合の中間評価、及び実施フェー

ズ終了時の事後評価を実施することが定められている。 
JAXA においては、研究・開発・運用の各段階で、技

術的な基準に基づき審査を実施している。 
また、文部科学省独立行政法人評価委員会においては、

毎年度 JAXA の業務実続の段階的評価を実施しており、

その基準は明確化されている。 
 

（2） 体制の妥当性 
① 計画実施体制の妥当性 

文部科学省は、プロジェクト全体の実施状況の把握・

管理、予算措置を担当し、JAXA は、実際のプロジェク

トの計画の策定、実施を担当している。 
文部科学省においては、研究開発局長の下、宇宙開発

利用課及び宇宙利用推進室が中心となり、宇宙関係課室

と連携してプロジェクトを推進する体制が構築されて

いる。 
JAXA においては、地球観測調査検討ワーキンググル

ープが取りまとめた「地球観測調査検討ワーキンググル

ープ各部会報告」や宇宙開発委員会地球観測特別部会が

取りまとめた「我が国の地球観測における衛星開発計画

及びデータ利用の進め方について」に示された観測ニー

ズを土台とした上で、その後の利用者ニーズをフォロー

するため、衛星利用推進センターを通じて利用者からの

ミッション要求が各衛星のプロジェクトに反映される

体制を構築している。衛星開発は、宇宙利用推進本部を

中心として、衛星システム開発統括の下にある各衛星プ

ロジェクトマネージャ及びプロジェクトチームが、明確

な責任関係に基づきそれぞれ実施しており、今後も組織

階層の平坦化や責任者間の直接対話による情報伝達と

決定の迅速化を進めていくこととしている。観測データ

の処理、解析、提供、及びデータ利用者との連携につい

ては、宇宙利用統括および宇宙利用国際協力統括が担当

する。 
長期的かつ大規模なプロジェクトを円滑に遂行する

ため、JAXAの担当部局に 150 人規模の人員を配置する

とともに、広範な技術を活用するため、他の研究機関や

民間企業との人材交流2等を実施している。 
 

② 評価体制の妥当性 
宇宙開発委員会においては、政策決定者に対して政策

選択に関する決定を行うための基礎となる情報を提供

するものとして、科学技術的、社会的及び経済的観点か

ら評価を実施している。平成 18 年４月には、準天頂衛

星システムの開発体制の変更が行われたことを受け、文

部科学省及びJAXAにおいて研究開発中の高精度測位実

験システムの進捗状況の確認を行っており、評価体制は

有効に機能している。 
JAXA は、プロジェクトから独立した独立評価、プロ

                                      
2 森尾委員はこの部分をもっと進めろと言っている。 



ジェクトの進捗に応じたマイルストーン審査、技術専門

家による特定の技術課題の評価等を実施している。例え

ば、衛星運用技術部、安全・ミッション保証室、利用推

進プログラム・システムズエンジニアリング室、ミッシ

ョンデザイン支援グループ（プロジェクト開始前まで）

は、各チームと共同でプロジェクトの評価を行っている。 
文部科学省独立行政法人評価委員会の評価は、独立行

政法人が担う業務の公共性及び透明な業務運営の確保

の観点から前年度の業務実績評価を行っており、その評

価結果を、次年度以降の業務の事業計画に反映できる体

制を構築している。 
以上のとおり、衛星観測監視システムの評価は、それ

ぞれの役割分担に基づき、階層的に実施されている。ま

た、評価には、多様な専門分野の有識者が参加しており、

幅広い観点からの評価が可能となっている。そのため、

有効かつ効率的に成果を導くことが期待できる。 
 

③ マネージメント体制の妥当性 
衛星観測監視システムを一体的に運営し、利用者との

連携及び確実な衛星システムの開発と運用を実現する

ために、JAXA においては、宇宙利用推進本部長の下に

宇宙利用統括、宇宙利用国際協力統括、衛星システム開

発統括を置き、緊密な連携を推進している。具体的には、

衛星利用推進センターが内外のニーズの調査を行い、ニ

ーズに応えられるよう各衛星に対するミッション要求

にまとめあげ、システムズエンジニアリング室がその要

求に基づいて衛星の性能要求を定め、各衛星プロジェク

トチームが衛星開発を行うことなどにより、複数の衛星

計画をシステムに統合する体制を構築している。 
また、JAXA 全体の取り組みとして、「長期ビジョン」

をとりまとめるとともに、内部において「One－JAXA」

運動を行うなど、旧航空宇宙技術研究所（NAL）、旧宇

宙科学研究所（ISAS）、旧宇宙開発事業団（NASDA）

の統合による総合力の発揮と効率化を目指している。さ

らに、システムズエンジニアリング組織を新設し、プロ

ジェクトのテェックアンドバランスの強化を進めてお

り、プロジェクトを組織的に支援する体制が構築されて

いる。 
また、平成 15 年 10 月の環境観測技術衛星「みどりⅡ」

（ADEOS－Ⅱ）の運用異常を受け、宇宙開発委員会調

査部会においては、その原因究明と今後の対策の審議を

実施した。 JAXA においては、理事長を本部長とした信

頼性改革本部を設置し、陸域観測技術衛星「だいち」

（ALOS）等の衛星総点検を行った。宇宙開発委員会衛

星総点検専門委員会においては、衛星総点検において抽

出された課題の対処の方向性等について審議した。これ

らの取り組みは、平成 18 年 1 月に打ち上げた「だいち」

（ALOS）の着実な観測運用につながっており、マネー

ジメント体制の有効性を示している。 
さらに、平成 17 年 3 月には、宇宙開発委員会推進部

会において「衛星の信頼性を向上するための今後の対策

について」がとりまとめられ、実利用の技術実証を主目



的とする衛星の開発においては、信頼性の確保を全てに

優先させること、バスについては原則として既存技術を

主に活用した概ね同一形態のバスを繰り返し使用し、信

頼性と安定性のある中型バスの確立を目指すとともに、

利用ニーズに対して即時的な対応を図るため 5 年程度以

内の短期で開発を行うこと等が提言された。これを受け、

JAXA 信頼性改革本部においては、引き続き信頼性設計

の徹底、地上試験の充実等に取り組んでおり、研究開発

に必要なマネージメント体制が整備されている。 
 

（3） 運営の妥当性 
宇宙開発委員会においては､衛星観測監視システムに含

まれる衛星計画について、以下の事前評価を実施しており、

それぞれフェーズアップは妥当と判断している。 
・ 平成 8 年度 

陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）の開発研究への

移行 
・ 平成 10 年度 

陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）の開発への移行 
・ 平成 14 年度 

温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）の開発研究へ

の移行 
全球降水観測計画／二周波降水レーダ（GPM/DPR）

の開発研究への移行 
・ 平成 15 年度 

準天頂衛星システムを利用した高精度測位実験シス

テムの開発研究への移行 
・ 平成 16 年度 

温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）の開発への移

行 
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国家基幹技術 海洋地球観測探査システム
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ロ スーパーコンピュータ ロ

品度なシミュレーション

(地 球変動を高精度に

予測

_モ デルの高度化

アーヵィブシステム



国家基幹技術「海洋地球観測探査システム」の推進体制について

科学技術口学術審議会 研究計画・評価分科会
地球観測推進音F会(地球観測に係る国家基幹技術検討作業部会)

実施計画、実施状況報告
く)て 】

実施方針の提示、国家基幹技術プロジェクト推進体制の評価

推進本部(4月21日設置)
構成員i開発局審議官、文科省、UAXA、」AMSTEC、大学

プロジェクト全体の実施計画(実施戦略)の策定
プロジェクト管理
CSTP評価への対応

じ含
海芳羊り千:宅尉]:賭相をオ善(」AMSTEC)

次世代海洋探査システムに関するプロ
ジェクト計画の策定、管理、評価対応
データ統合 角写析システムの関連業務

∪含
海洋開発分科会

宇百開発委員会

衛星の今後のあり方の提示
,|「我が国の地球霊月■こおけるfP星衡発計画及び

ギータカ用の進め方について!

1平成17年6月27日宇苺開発委員会地球観測特,!さ1会)
「今後の合星測位に係る技術開発のあり方について」

1平成14年 0月9日 字富開発委員会|

個別の衛星開発プロジェクトの評価
|フェーズアッブ審査 安全暮査)

宇宙航空研究開発機構(」AXA)

衛星利用に関するプロジェクト計画の策定、管理、評価対応
データ統合,解析システムの関連業務
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「海洋地球観測探査システム」の推進体制 (宇宙部分の全体)

長期戦略、実施状況報告  々
モ_Fミ 製

¬才
羅整襟補縁啓築

(意見)

・プロジェク ト実施のための予算措置
・CSTP評 価への対応

＞

＞

＞

＞

GOSAT

文部科学省 研究開発局
・プロジェク ト全体の実施状況の把握 ・管理

～

・地球観測に係る各プロジェクト及び全体計画の作成、管理
・各プロジェクトの実施

>ALOS 平成17年度打上げ成功

平成20年度打上げ予定
GPM/DPR  平 成22年度以降打上げ予定
GCOM 打上げ年度検討中

実施主体 :宇宙航空研究開発機構 (JAXA)

5

準天頂衛星  平 成21年度打上げ予定



「海洋地球観測探査システム」推進体制 (宇宙部分の実施主体)

推進・取りまとめ

・支援

ミッション要求

NTS社 がバスシステム、PRISMお よび
P A L S A R、M』●。社がA V N〔R Iの 開発を担
当

M』oo社とブライム
ついてはNIS社 が開発

平成18年秋頃開発事業者を選
定する予定

. ●
   ヽ _ _ _ _ _ " _ ― ― ― ― ― ― ″

ノロジェクト立上げ後
:は開発統括下に移管

一貫した技術開発戦略将
来プロジェクトの検討

6

利用者との連携
データの処理、解析、提供 DPRの開発はNTs社が担当(衛星バスは

NASAによる開発)

は      ｀
｀ " ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ′

′

々

カ

ヽ

it ,

理事長

宇宙利用推進本部長 システムズ
エンジエアリング

推進室

安全・信頼性
推進部

宇宙利用統活
宇宙利用国際

協力統括
衛星システム

開発統括

ミッションデザイン
支援グループ

安全・ミッション

保証室

利用推進プログラム
・システムズ

エンジエアリング室

衛星利用

推進センター

地球観測

研究センター ALOSプ ロジェクト GCOM準 備チーム

地球観沢Jセンター

防災利用システム室

GOSATプ ロジェクト

GPM′ DPRプ ロジェクト

測位衛呈システム室

確実な衛星システムの開発と運用



平〓ロロロ 帝J
|

政策評価 ・独立行政法人  |

評価委員会 (総務省)

文部科学省独立行政法人評価委員会

科学技術 ・学術分科会

宇宙航空研究開発機構部会
(部会長 「坂内正夫 国 立情報学研究所所長)

総務省独立行政法人評価委員会
情報通信・宇宙開発分科会
宇宙航空研究開発機構部会

※国主交通省においても平成17年度評価まで実施

・中期目標終了時においては、毎年の業
務実績評価に加え、中期目標期間 (平
成 15年 10月 ～平成 20年 3月 )に
おける業務の実績評価も行う。

く毎年度の評価〉

中期目標 白中期計画の進捗状況や年度計画の達

成状況について評価 (業務運営に関する評価)

O陸 域観測技術衛星 「だいち」 (ALOS):平 成810年 度
O温 量効果ガス観測技術衛呈(GOSAT):平 成14,16年度
O全 球降水観測計画/二 周波降水 レーダ (6PM/DPR)〔平成14年度
O準 天頂衛星 :平成15年度

,中間評価

実施フェーズの期間中に、環境条件が大きく変化 した場合のみ
実施する評価

,事後評価
プロジエク トの実施フェーズ終了時における成果に関する評価

※宇宙開発委員会が実施する評価は、プロジェク トの方向性に関する
政策決定 レベルのものであることを十分認識 し、」AXAが 経営体と
して責任を持つべき事項に立ち入らない。

〈計画の節 目での評価〉
プロジェク トの目的、目標や成果、波及効果、7

効率性、実施体制等について評価

舌
米研究 PT5発 運 用の各段階において

技術客査を実冠

宇宙開発委員会

UAXAが 実施する重要な研究開発 プロジェク トについて、第 3者
評価を行う。
・事前評価
企画立実フェーズにおけるフェーズアップのための評価
【実績】

十日毎年7月 ～8月 にかけて独立行政法人
が担う業務の公共性及び透明な業務運
営の確保の観点から、前年度の業務実
績評価を実施。次年度以降の業務の事
業計画に反映させる。



地球観測衛星の概要 (参考)

衛星名 陸域観測技術衛星(ALO
S )

温室効果ガス観測技術衛
星 (GOSAT)

全球降水観測/二 周波

降水レーダ(GPM/DP

R)

地球環境変動観測ミッショ

ン(GCOM)

衛星タト観

(イメージ)
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1‐,壊 幾草. .

主要諸元 打上げ:平成18年 1月

設計寿命:5年

衛星質量:約4t

高度:約691 65km

観測頻度:最短2日 (回帰
日数は46日 )

打上げ予定:平成20年度

設計寿命:5年

衛星質量:約165t

高度:約666km

観測頻度:3日で全球観測

主衛星打上げ予定:平成2
2年度以降

設計寿命:3年2ヶ月

衛星質量:約32t

高度:約407km

観測頻度:GPM計 画全体
で3時間毎の全球降水観測

打上げ予定:検討中

設計寿命:検討中

衛星質量:検討中

高度:検討中

観測頻度:検討中

主な観演J対象 陸域植生、水河 二酸化炭素、メタン 降水の3次 元分布 GCOM‐ W:降 水量、海上風
海面水温、水蒸気、海氷

CCOM‐ C:雲 、エアロゾル、
陸域植生、海色、積雪分
布

国家基幹技術
での主な貢献
分野

マルテスケールでの生物多
様性・解析・評価

衛星による温室効果ガスと
地球表層環境の観測

地球・地域規模の流域圏観
測と環境情報基盤

衛星による温室効果ガスと
地球表層環境の観測

8



災害監視衛星の概要 (参考)
衛星名 陸域観測技術衛星(ALOS) 準天頂衛星

衛星外観

(イメージ)

主要諸元 打上げ:平成18年 1月

設計寿命:5年

衛星質量:約4t

高度:約691 65km

観測頻度:最短2日 (回帰日数は46日 )

打上げ予定:平成21年度

設計寿命:一

衛星質量:―

高度:遠地点高度約4万km

近地点高度約3万2手km

主な観測対象 洪水、地すべり、火山噴火、地震、ォイル流出、
森林火災、沿岸被害、その他の災害

校災地等における位置情報

国家基幹技術で
の主な貢献分野

災害監視衛星利用技術 災書監視衛星利用技術

9



協定ユーザ機関

データ利用

GOSAT開 発利用

推進協議会

一国土地理院
―農林水産省
―嘉境省
―海上俣安庁

―」AXA
一環境省
一環境研
一文科省(オブザーパ)

■,―

P R I S M  A V N I R ―I の 開 発

P A L S A R の 共 同 開 発

衛呈開発 打上げ 運用

観淑」データの取得 処理 な

正模FII提供

テーフサイエンティスト

サイエンステーム

60SAT計 画全般に関

する科学技術面から
の提言 助言

温室効果ガス全球濃

度分布の算出
モデルによる吸収排
出豊の推定

観損JセンサのlTa発

(環境省と共同)

街星開発 ,「上げ 運用

観測データの取得 処理

技正検証 提供海外ノード機関

フロシ
・
ェクト・

サイエンティスト

GPM/DPR計 画全般に

関する科学技術面から ,

の提言 助言     |

/ ・
・

二

衛呈(CPM)の開発及び運用

観抑センサ(GMDの開発

親濃1データの処理

親源」データの提供
一欧州事宙機関
一米国海洋大気庁,アラスカ大学
―オーストラリア国家】1呈局
―タイ国抱理情報早臨技術開発機構

経済産業省

(」AROS,ERSDAC)

■ | | ―

P A L S A R の 共 同 開 発

データ利用(資源探査) |

親演|センサの開発

研究への和J活用

CPM利 用

検討委員会
OCOM

総合委員会

ミッション要求の検討

解析研究の検討
モデル予預1精度向上、実利用、科

学的先進性の見地からブロダクト

要求仕様を審議
―S6ヒ利用ワーキンググルーブ
ーAMSR後 挫機セツサチーム

観演|センサ

(DPR)の開発

観演1データの取

得 処理 検正検

証 提供

NiCT

・
薪 ,チ

利用機関会議

―れ上侵安庁
―気象庁

親演|センサの開発

行星開発ⅢT上げ 運用

観預Jデータの取得 処理 技

正検証 提供
観損1センサの共

同開発 10




